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１． 評価の概要

■泊発電所３号機の溢水影響評価については、「原子力発電所の内部溢水影響評価ガイド」（以下「ガイ
ド」という。）に従って、発電用原子炉施設内に設置された機器の破損、消火活動に伴なう消火水の放水、
地震に起因する機器の破損（使用済燃料ピットのスロッシングを含む）により発生する溢水に対して、原子
炉施設の安全性を損わないよう、適切な防護措置が講じられていることを確認する。

■溢水防護の基本方針
泊発電所３号機の原子炉施設内における溢水による機器の損傷を防止するために、以下を基本方針とし、

必要に応じて水密扉・止水板の設置、機器の耐震補強、被水対策等、適切な防護措置を講じることで、原
子炉施設の安全性を損わないことを確認する。

地震に起因する機器の破損等により生じる溢水（使用済燃料ピットのスロッシングを含む）に関して、
耐震B,Cクラス機器・配管のうち基準地震動Ssによる耐震性が確保できない機器を溢水源とし、これら
の機器から発生する溢水によって原子炉施設の安全性を損わないことを確認する。

消火活動によって発生する消火水の放水により生じる溢水に対して、その溢水によって原子炉施設の
安全性を損わないことを確認する。

想定する機器の破損等（想定破損）により生じる溢水に対して、その溢水によって原子炉施設の安全
性を損わないことを確認する。

上記、溢水防護の基本方針に基づき、ガイドに従った溢水影響評価の流れを「２．溢水影響評価の流れ
（溢水影響評価フロー）」に記載する。
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３．溢水源の抽出

５．溢水防護区画の設定

１０．被水影響評価

地震に起因する機器の
破損等により生じる溢水

消火活動による消火栓
からの放水に伴う溢水

想定する機器の破損等
により生じる溢水

２．溢水影響評価の流れ

４．防護対象設備の選定

６．溢水経路の設定

図 溢水影響評価フロー

７．地震に起因する溢水影響評価
（没水）

８．消火活動による放水に伴う
溢水影響評価
（没水）

９．想定破損による溢水影響評価
（没水・蒸気）

溢水影響評価および判定
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３. 溢水源の抽出

■防護対象設備が設置されている建屋・エリアに対する溢水源を検討

防護対象設備の設置建屋：原子炉建屋、原子炉補助建屋、循環水ポンプ建屋、ディーゼル発電機建屋
溢水源：機器の破損および消火栓からの放出による溢水、使用済燃料ピットのスロッシング、津波、湧水、屋外タンク

ディーゼル
発電機
建屋

 

：防護対象設備の設置建屋 
 

：溢水源 
 

：溢水経路 

＜凡例＞ 

 

屋外タンク 

 

津波 

 

 
 
 
 

タービン建屋 

原子炉建屋 

電気建屋 

 
 
 

原子炉補助建屋 

 
 
出入管理 

建屋 原子炉格納容器 

循環水管 
２次系設備 

容器、タンク、

配管 他 

湧水 

使用済燃料ピット 

 
循環水ポンプ建屋 

津波に伴うタービン建屋
と循環水ポンプ建屋への
海水流入を考慮した評価
については、基準津波確
定以降に別途説明する
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溢水に起因する原子炉外乱に対処する
ために必要な設備

原子炉の高温・低温停止に必要な機器

原子炉停止 高温停止 低温停止

使用済燃料ピットの冷却・給水に必要な機器

制御棒挿入

蒸気発生器冷却機能

ほう酸注入機能

１次冷却材系統の
減圧機能

余熱除去機能

防護対象設備リスト

以下の系統の設備を対象として
防護対象設備を抽出

安全保護系
補助給水系統
化学体積制御系統
余熱除去系統
原子炉補機冷却水系統
原子炉補機冷却海水系統
制御用空気系統
換気空調系統（安全系）
非常用電源系統
高圧注入系統
格納容器スプレイ系統
主蒸気系統
使用済燃料ピット冷却系統
燃料取替用水系統
一次冷却材系統

４．防護対象設備の選定
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５．溢水防護区画の設定

■ 全ての防護対象設備に対し、評価対象区画として溢水防護区画を設定する。

■ 防護対象設備が設置されているフロアにおいて、平坦な床面は同一区画として考え、
境界は壁や扉の敷居部、堰等流入の障壁となる段差がある箇所で区画境界としている。

：防護対象設備

：溢水防護区画図 原子炉補助建屋Ｔ．Ｐ －１．７ｍ

Ａ－高圧注入ポンプ

Ｂ－余熱除去ポンプ

Ｂ－高圧注入ポンプ

Ａ－余熱除去ポンプ

Ｂトレン

Ａトレン
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６．溢水経路の設定

（３）防護対象設備の機能喪失高さ＞溢水水位

 

台盤 

基礎 

① 
② 

①モータ下端までの高さ 
②操作箱までの高さ 
 
サポート系も含めて低い
方を機能喪失高さとする 

モータ 
操作箱 

溢水 

（１）上層階の溢水が機器ハッチ・階段から流入

（２）下層フロアに滞留（各階で水位評価）

原子炉補助建屋（例）

サンプ
タンク

安全上重要なポンプ

堰

水密扉

TP.40.3m

TP.33.1m

TP.24.8m

TP.17.8m

TP.10.3m

TP.-1.7m
A B

TP.2.8m

溢水源

堰

機器ハッチ・階段

溢水防護区画

安全上重要なポンプ

安全上重要なポンプ

溢水影響評価の考え方

開口部では、上部の区画で発

生した溢水量の全量が流入す
るものとして評価

床ドレン配管からの排出は期

待せず、各階ごとで全量蓄積
するとして溢水量を評価

原子炉補助建屋サンプタンク
には期待しないことから、タン
クへの流入量は考慮しない

図 溢水経路イメージ図

×：機器の破損
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７－１ 地震に起因して溢水源となる耐震Ｂ，Ｃクラス設備の抽出（１／２）

■ 耐震評価の基本方針

溢水量の低減
溢水量の低減を目的に、防護対象設備の設置された原子炉建屋、原子炉補助建屋、ディーゼル発電

機建屋、循環水ポンプ建屋の耐震Ｂ、Ｃクラス配管および単体で１０ｍ３以上の容器等について、基準地
震動Ｓｓに対する耐震性を確認する。

耐震評価を実施し、耐震性を確認出来ない機器については耐震補強を実施する。

屋外タンクについても耐震評価を行った上で、破損する位置を適切に設定し、溢水影響を評価する。

溢水伝播の防止
低耐震建屋（タービン建屋、出入管理建屋、電気建屋）で生じる溢水に対しては、原子炉建屋、原子炉

補助建屋との境界の耐震建屋側に水密扉や隔離弁を設置し、溢水伝播を防止する。
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７－１ 地震に起因して溢水源となる耐震Ｂ，Ｃクラス設備の抽出（２／２）

図 耐震評価対象機器の抽出

※１：本建屋には重要度の特に高
い安全機能を有する設備は
設置されていないが隣接する
原子炉建屋および原子炉補
助建屋への影響を評価する。

※２：電気建屋の湧水系統は溢水
への影響が大きいため耐震
評価の対象機器とする。

※３：目安として単体での保有水
量１０ｍ３以上の場合。

溢水源となりうる建屋内機器
（液体を内包する耐震Ｂ，Ｃクラス配管・容器）

原子炉建屋・原子炉補助建屋・循環水ポンプ建屋・
ディーゼル発電機建屋内の機器

全系統の
配管

原子炉格納容
器内の機器

タービン建屋・
出入管理建屋・
電気建屋内の

機器

配 管 容器等

保有水の多い
系統の容器等

保有水の多くない
系統の容器等

水密区画内
の容器

耐震評価の
対象機器

耐震評価の
対象外機器

耐震評価の
対象外機器

耐震性有り

耐震補強
工事の実施

耐震補強工事

溢水源評価の
対象機器

溢水源評価の
対象外機器

溢水源評価の
対象機器

溢水源評価の
対象機器

溢水源評価の
対象外機器

※１

No

No

Yes

Yes

：耐震評価の対象機器

屋外タンク

溢水源評価の
対象機器※２

※３
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７－２ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備の耐震評価（１／４）

■基準地震動Ｓｓによる耐震評価（構造強度評価）を実施し、地震時に漏水が発生しないことを確認する。

■評価手法等は、原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ４６０１等の規格基準または必要に応じ試験等
で妥当性が確認されたものを用いる。

Ｂ，Ｃクラス容器等

（溢水波及影響評価）

手法
ＪＥＡＧ等に基づく

構造強度評価

地震波 基準地震動Ｓｓ

床応答曲線

（ＦＲＳ）
±１０％拡幅

応力の組合せ 絶対値和または二乗和平方根

減衰定数 水平：１．０％、鉛直：１．０％

許容応力状態 ⅣＡＳ

評価項目

ＪＥＡＧ等に基づくＳクラス
容器等の評価項目

（例)胴本体、支持部、基礎ボルト

表 解析条件
 

モデル化モデル化

:重心位置

:はり要素

地震応答解析モデル（補機の例）地震応答解析モデル（容器・ポンプの例）
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７－２ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備の耐震評価（２／４）

■以下のフローに基づき配管の耐震評価を実施する。

図 配管の評価フロー

溢水影響の対象配管
（全Ｂ、Ｃクラス配管）

対象配管の
「建屋、階層、配管仕様」を整理

「建屋、階層、配管仕様」毎に基準地震動Ss
による定ピッチスパン評価

評価基準値以内

当該の「建屋、階層、配管仕様」に対して
基準地震動Ssによる３次元はりモデル評価

評価基準値以内

改造工事 完了

YES

YES

NO

NO
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７－２ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備の耐震評価（３／４）

図 定ピッチスパン法を用いた具体的な評価手順

今回 建設工認時

入力地震動 基準地震動Ｓｓ １／２Ｓ１

減衰定数
０．５、１．５、

２．０、３．０
０．５、１．０、１．５、

２．０、２．５

ＦＲＳ階高 個別 包絡

ＦＲＳ谷埋め 有 有

ＦＲＳピーク保持 有 有

モデル化

Ｌ Ｌ

配管緒元

・管径
・管の厚さ
・材質
・単位長さ当たり重量（保温有無考慮）
・最高使用圧力

今回 建設工認時

応力制限 ０．９Su Sｙ

標準支持間隔算出プログラム
解析コード「ＳＰＡＮ」

ＩＮＰＵＴ

ＯＵＴＰＵＴ
標準支持間隔表

ＩＮＰＵＴ

ＥＬ．

○○ｍ

ＥＬ．

○○ｍ

ＥＬ．

○○ｍ

８ ＳＣＨ２０Ｓ ○．○ｍ ○．○ｍ ○．○ｍ

・
・

・

フロア

配管仕様 比較

施工図

設計用床応答曲線

■基準地震動Ｓｓを活用して標準支持間隔表を作成し、耐震Ｂ，Ｃクラス配管の実支持間隔と比較すること
で健全性を確認する。

注）建設工認時は水平方向のみ。今回は水平および鉛直方向
に適用。
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７－２ 耐震Ｂ，Ｃクラス設備の耐震評価（４／４）

■地震に起因する建屋相対変位の影響を評価するために、下記のフローで一次＋二次応力評価を行う。

 

Ss 地震動を満足する最大支持間隔表（スパン表）より 
一次応力値を算出 

各建屋間相対変位の最大値を抽出 

     二次応力値の算出 

各口径及び材質毎に二次応力値が最も厳しい配管を抽出 

一次+二次応力値を算出し許容値を超える配管については、 
疲労評価を実施 

 

相対変位量を、溢水評価対象 
配管が実在する建屋階高(T.P.)
での相対変位量に見直し再評価

を実施 

ＳＴＥＰ1 

ＳＴＥＰ2 

ＳＴＥＰ3 

ＳＴＥＰ4 

ＳＴＥＰ5 

ＳＴＥＰ6 

各口径毎に疲労評価結果の最も厳しい値を報告・記載 

ＳＴＥＰ7 

評価結果 
NG 

OK 

【検討課題】
以下の課題については検討評価を別途説明する。
１．一次＋二次応力が許容値を超えた場合の、３次元はりモデル評価
２．配管支持構造物の健全性確認
３．高温配管の、３次元はりモデル評価
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７－３－１ 地震に起因する機器の破損による溢水量低減対策

■ 耐震評価の結果、耐震性が確保できない機器については、溢水量の低減を図るため耐震

補強工事を実施した。

例）ＳＧブローダウン冷却器の耐震補強

補強前 補強後
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７－４ 使用済燃料ピットスロッシング評価（１／２）

基準地震動Ｓｓによる溢水量の推定

■使用済燃料ピットのあるフロアレベルの燃料取扱棟をモデル化範囲とし、

スロッシングによる溢水量を保守的に評価するために、使用済燃料ピット、

燃料取替キャナル、キャスクピット、燃料検査ピットの全てが水張りされた

状態として３次元流動解析により溢水量を算定する。

■燃料取扱棟（Ｔ．Ｐ．３３．１ｍ）の使用済燃料ピット周辺の概要を図－１に示す。

使用済燃料ピットＡ

使用済燃料ピットＢ

キャスク
ピット

燃料検査
ピット

新燃料
貯蔵庫

図－１

モデル化範囲 使用済燃料ピットのあるフロアレベル全体（上図参照）  

境界条件 
シャッター位置の出入口からは水が流出するものとする。 
また、建屋上部は開放とし、他は壁からの跳ね返りを考慮する。  

水位 
Ｔ．Ｐ．３２．７３ｍ  
（溢水を多めに算出するため高水位警報レベルを初期条件とする。） 

評価用地震波 燃料取扱棟 Ｔ．Ｐ．３３．１ｍにおける地震波を使用  

解析コード 

ＦＬＯＷ－３Ｄ（流体解析ソフトウェア）：３次元流動現象を精度良く計算する
ことを特徴としている。一般産業施設の主要な解析実績としては、液体燃料
やＬＮＧタンクのスロッシング解析、インクジェット解析、鋳造湯流れ凝固解
析などが挙げられる。検証結果を別紙１に示す。 

その他 
使用済燃料ラックは考慮せず、ピット内の水が全て揺動するとした。また、ピ
ット周りに設置されているフェンスは考慮しない。  

 

燃料取替キャナル
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７－４ 使用済燃料ピットスロッシング評価（２／２）

最大溢水量 １２．６ｍ３

１．使用済燃料ピットのスロッシング評価

基準地震動Ｓｓにおける使用済燃料ピットのスロッシングによる最大溢水量

２．使用済燃料ピットの遮へい機能維持等の確認

スロッシングによる使用済燃料ピット外への溢水が生じ得ない上限水位（＝使

用済燃料ピット堰位置－使用済燃料ピット内流体のスロッシング時の初期位置か

らの最高到達高さ）＞「遮へいに必要な水位」又は「冷却系の運転可能水位」を満

たしており冷却機能、遮蔽機能を維持可能である。

スロッシングによる溢水が

生じない上限水位（Ｔ．Ｐ．）
制限値

（Ｔ．Ｐ．）
冷却系の運転可能水位 ３１．７８ｍ

（＝３３．１５ｍ－１．３７ｍ）
３１．４６ｍ

遮へいに必要な水位 ２９．７４ｍ



18

７－５ 地震に起因する機器の破損および使用済燃料ピットスロッシングによる溢水量評価

原子炉建屋、原子炉補助建屋、ディーゼル発電機室建屋、循環水ポンプ建屋で生じる溢水

■耐震Ｂ，Ｃクラス設備の耐震（構造強度）評価結果

耐震評価対象として設定した耐震Ｂ，Ｃクラス設備について、基準地震動Ｓｓによる構造強度評価（耐
震補強を実施した設備は補強後の仕様に基づく評価）を実施し、応力等の発生値が評価基準値を下回
ることを確認している。

■地震時に想定する溢水量評価結果

耐震評価結果を踏まえ、以下を地震時の溢水源として考慮する。

○耐震Ｂ，Ｃクラス機器のうち保有水量の多くない機器等からの溢水量

・系統中の容器等の保有水量

・機器破損時、自動または手動による隔離完了までの溢水量

○使用済燃料ピットスロッシングによる溢水量

耐震Ｂ，Ｃクラス機器

からの溢水量
使用済燃料ピットスロッシング

による溢水量
合計

１１４．９ｍ３ １２．６ｍ３ １２７．５ｍ３

表 地震に起因する機器の破損等による溢水量評価結果

《原子炉建屋・原子炉補助建屋》

耐震Ｂ，Ｃクラス機器

からの溢水量

８６ｍ３ ※

《循環水ポンプ建屋》

※ 循環水ポンプ建屋内の
海水ポンプ室に流入する溢水量
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７－６－１ 地震による没水影響評価（１／２）

■没水影響評価

地震に起因する溢水に対する各防護対象区画への評価した結果、防護対象設備が溢水に
よって機能喪失に至らないことを確認した。

表 没水影響評価結果（抜粋）

※ A/Bの高圧注入ポンプ室だけに溢水が流入した場合の評価であり、さらに現実的に原子炉補助建屋Ｔ．Ｐ －１．７ｍ
フロア全体への溢水伝播を考慮すると、溢水水位は０．２２０ｍへ低下し、裕度は０．０８０ｍとなる。

建屋 設置高さ（Ｔ．Ｐ） 防護対象設備 溢水水位 機能喪失高さ 裕度

原
子
炉
建
屋

２４．８ｍ 燃料取替用水ポンプ ０．０９０ｍ ０．５３０ｍ ０．４４０ｍ

１０．３ｍ
使用済燃料ピットクーラ冷却水

出口弁・入口弁
０．０１８ｍ ０．５００ｍ ０．４８２ｍ

原
子
炉
補
助
建
屋

１７．８ｍ ほう酸注入タンク入口弁 ０．２０７ｍ ０．４００ｍ ０．１９３ｍ

２．８ｍ 高圧注入ポンプ出口連絡弁 ０．１６８ｍ ０．５００ｍ ０．３３２ｍ

－１．７ｍ 高圧注入ポンプ ０．２８８ｍ ０．３００ｍ ０．０１２ｍ ※

循
環
水
ポ
ン
プ

建
屋

２．５ｍ 原子炉補機冷却海水ポンプ １．１ｍ １．５ｍ ０．４ｍ
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７－６－１ 地震による没水影響評価（２／２）

■詳細評価

標準評価においては、防護対象設備の機能喪失高さに対して溢水水位が高くなる場合は、評価の余
裕を確保しつつ、より実際に即した詳細な評価条件で伝播する溢水量を再設定し、再評価を行うこととし
ている。

《標準評価》

１台の高圧注入ポンプ室へ
の流入を想定

《詳細評価①》
２台の高圧注入ポンプ室への流入を想定し、
両ポンプが同時に機能喪失しないことを確認

《詳細評価②》
より現実的に扉の仕様が同じ

全室への伝播を想定
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７－６－２ 屋外タンクからの溢水影響評価

 原子炉補助建屋 原子炉建屋 

タービン建屋 

循環水ポンプ建屋 

屋外タンク 

電気建屋 

出入管理建屋 

ディーゼル発電機室建屋 

■ ８基の屋外タンクは、水位を制限することにより基準地震動Ｓｓで健全性は確保されるが、すべりにより
接続配管は破損する評価となるため、全数の破損を想定して溢水影響評価を行った。なお、水位を制
限する運用については、保安規定で管理することとする。

■ 破損した接続配管からの漏えい水の地表面での伝播を簡略的手法で評価し、地震時においては、出入
管理建屋、電気建屋およびタービン建屋に浸水が生じる結果となった。尚、同手法の保守性については、
詳細解析結果と比較し、充分な保守性があることを確認した。

■ 漏えい水が浸水する建屋について、この影響を評価した結果、浸水高さが浸水対策設備（水密扉等）の
設計条件である１５ｍ未満であることなどを確認した。

屋外タンクの配置図 屋外タンクからの伝播
• 半円内にタンク８基からの全溢水が滞
留するものとして、溢水水位を算出

• 溢水水位が建屋浸水高さを超える場
合は、半円の弧長さと建屋浸水ルート
幅（横幅）の比に漏えい量を乗じた値
を、建屋浸水量として評価

 

建屋浸水量滞留面積

浸水ルート

タンク中心

浸水ルート



７－６－３ 低耐震建屋からの溢水影響評価（１／２）
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サンプ
タンク

出入管理建屋
電気建屋

原子炉補助建屋

溢水源
階段

安全上重要なポンプ

安全上重要なポンプ

安全上重要なポンプ

堰 堰

TP.40.3m

TP.33.1m

TP.24.8m

TP.17.8m

TP.10.3m

TP.-1.7m
A B

TP.2.8m隔離弁

 
消火水等

凡例

： 配管の破損

： 水密扉

■ 出入管理建屋・電気建屋からの溢水影響評価

出入管理建屋と電気建屋に設置の溢水源から、原子炉補助建屋に伝播しないように、水密扉、
系統隔離弁を設置

⇒溢水が生じる建屋における浸水高さを求め、これを防止するための浸水対策設備（水密扉）
の設計条件（許容浸水高さ）を定める。

 



■ タービン建屋からの溢水影響評価

⇒地震加速度大トリップ時に循環水ポンプが自動停止するまでの間に生じる溢水量およびタービ
ン建屋内の保有水量を合算して求めた結果、タービン建屋に滞留する溢水の水位は、原子炉建
屋への許容浸水高さを下回ることから問題はない。
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開口部
循環水管

からの溢水※１

機器配管

からの溢水※２ 合計溢水量

＜

空間容積
（T.P.10.3ｍ）

原子炉建屋の許容

浸水高さ

地震時
伸縮継手部の
全周(リング)状

破損

6,100ｍ３ 11,970ｍ３ 18,070ｍ３ 61,500ｍ３ T.P.15.0m

 

３号機 
Ａ－復水器 

３号機 
Ｂ－復水器 

破断位置 

タービン建屋内の溢水水位イメージ

 

グランドレベル  
ＴＰ．１０．３ｍ 

原子炉建屋 タービン建屋 

原子炉建屋への浸水高さ 
ＴＰ．１５．０ｍ 

湿分分離加熱器 

水保有機器の破損 

循環水管伸縮継手部

の破損 

低圧給水 
加熱器 

復水器 

 

機器、配管が破損し瞬時

に貯まると想定 

循環水ポンプ停止 

ＴＰ．１５．０ｍ 

ＴＰ．１０．３ｍ 

経過時間 

※１ 地震過速度大信号により循環水ポンプが自動停止するまでの時間を考慮して算出
※２ 配管貯蔵量

７－６－３ 低耐震建屋からの溢水影響評価（２／２）

原子炉建屋への許容浸水高さ
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８－１ 消火水による没水影響評価（１／３）

■消火活動による放水量については、ガイドに従い消火栓による消火活動を想定する。

■原則として３時間の消火活動を想定して溢水量を算定し、溢水量が防護対象設備の機能喪失高さを上
回らないことを確認する。

（３）防護対象設備の
「機能喪失高さ＞溢水水位」
の確認

（１）消火活動による放水量の算定

（２）溢水経路を設定し、溢水水位を算出

火災による消火活動の影響評価の流れ
消火活動における放水量については、評価ガイドに従い、
消火装置が作動する時間を原則３時間と想定して評価を
実施するとともに、火災荷重が小さい区画については等
価火災時間により放水時間を設定した。

区画境界の扉を開放して消火活動を行う場合には、開放
扉からの溢水伝播を考慮する。

 
：消火栓 

：防護対象設備 

：扉 

：溢水伝播 

：溢水防護区画 

 

評価区画で想定される溢水量よりも、上層階で想定され
る放水量が多い場合は、評価区画に上層階の溢水量全
量を流入させて評価を行う。
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８－１ 消火水による没水影響評価（２／３）

■没水影響評価

消火活動による放水量をもとに消火栓からの放水による溢水影響を各防護対象区画について評
価した結果、防護対象設備が溢水によって機能喪失に至らないことを確認した。なお、原子炉
建屋の非管理区域において、溢水水位が防護対象設備の機能喪失高さを超える溢水防護区画が２
箇所あり、当該区画への溢水流入防止を目的とした止水板を設置した。

建屋 設置高さ（Ｔ．Ｐ） 防護対象設備 溢水水位 機能喪失高さ 裕度

原
子
炉
建
屋

１７．８ｍ 原子炉トリップ遮断機盤 ０．０７８ｍ ０．２４０ｍ ※１ ０．１６２ｍ

１０．３ｍ ディーゼル発電機制御盤 ０．０４６ｍ ０．０７５ｍ ０．０２９ｍ

原
子
炉
補
助

建
屋

１７．８ｍ 安全系現場制御監視盤 ０．０３８ｍ ０．０４５ｍ ０．００７ｍ ※２

１０．３ｍ パワーコントロールセンタ ０．０４６ｍ ０．０６３ｍ ０．０１７ｍ ※２

循
環
水
ポ
ン
プ

建
屋

２．５ｍ 原子炉補機冷却海水ポンプ ０．３ｍ １．５ｍ １．２ｍ

表 没水影響評価結果（抜粋）

※１ 没水防護対策として設置する止水板の高さ
※２ 評価対象の防護対象設備が設置される溢水防護区画内の消火活動では水消火設備は使用しないため、溢水水位

は区画外放水による溢水が、当該の溢水防護区画だけに伝播した場合を想定した水位である。
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８－１ 消火水による没水影響評価（３／３）

■裕度が小さい区画の補足説明

「溢水水位＞機能喪失高さ」とはならないものの、裕度が小さい箇所について、溢水伝播経路
を一部見直して評価（詳細評価）した結果を参考に記載する。

評価結果は何れも溢水水位が機能喪失高さ未満であり、かつ、床ドレンによる排水を一切考
慮していない等、評価自体に充分な余裕が含まれていることから、防護対象設備への溢水影響
は他設備と同等であると考えられる。

建屋 設置高さ（Ｔ．Ｐ） 防護対象設備 溢水水位 機能喪失高さ 裕度

原
子
炉
建
屋

１０．３ｍ ディーゼル発電機制御盤
０．０４６ｍ

０．０４２ｍ
０．０７５ｍ

０．０２９ｍ

０．０３３ｍ

原
子
炉
補
助
建
屋

１７．８ｍ 安全系現場制御監視盤
０．０３８ｍ
０．０３２ｍ
０．０２３ｍ

０．０４５ｍ
０．００７ｍ ※

０．０１３ｍ
０．０３２ｍ

１０．３ｍ パワーコントロールセンタ
０．０４６ｍ
０．０２９ｍ

０．０６３ｍ
０．０１７ｍ ※

０．０３４ｍ

表 没水影響評価結果（抜粋）

※ 評価対象の防護対象設備が設置される溢水防護区画内の消火活動では水消火設備は使用しないため、溢水水位
は区画外放水による溢水が、当該の溢水防護区画だけに伝播した場合を想定した水位である。

赤字はＡ・Ｂ両トレンの溢水伝播を想定した場合の水位

紫字はＡ・Ｂ両トレン＋ＭＣＲ（機能喪失高さ０．２ｍ）の溢水伝播を想定した場合の水位
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８－２ 消火水による没水防護対策（１／３）

■ 以下に記載する部屋の入口に溢水伝播を防止する目的で止水板を設置している。

・「溢水水位＞機能喪失高さ」となる原子炉建屋Ｔ．Ｐ １７．８ｍの原子炉トリップ遮断機盤
室と、同Ｔ．Ｐ １０．３ｍの１次冷却材ポンプ母線計測盤室

・「溢水水位＜機能喪失高さ」であるが裕度が小さいパワーコントロールセンタが設置されてい
る安全補機開閉器室

■ 止水板は常時設置とし、防護対象盤のメンテナンスに伴う物品運搬等の際は取外す運用とする。
また、止水板の取付け・取外し訓練を定期的に実施することとし、訓練計画を策定する。運用
については、社内マニュアルに規定して管理する。

 

溢水防護区画内床 

入口扉 

止水板 

通路 

密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 密閉ﾊﾝﾄﾞﾙ 

止水板サンプル写真止水板概要図
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８－２ 消火水による没水防護対策（２／３）

■ 以下に記載する電気盤に対し、盤フレームに対する止水対策を施している。

・「溢水水位＜機能喪失高さ」であるが、裕度が小さい原子炉補助建屋Ｔ．Ｐ １７．８ｍの

安全系計装盤室内の電気盤（安全系現場制御監視盤他）、原子炉建屋 Ｔ．Ｐ １０．３ｍ

のディーゼル発電機制御盤

盤フレームに対する止水対策概要図（その１）

 
防護対象設備 

（盤） 

フレームの継目や

ボルト穴等をコー

キングによって止

水処理する 

ﾌﾛｱｹｰﾌﾞﾙﾀﾞｸﾄ内ｹｰﾌﾞﾙ貫通

部について、ｼｰﾙ剤による

止水を行い盤下開口部へ

の浸水を防止する 

没水によって盤の機能喪失につながる
端子台等の充電部 

下部フレーム高さ



29

８－２ 消火水による没水防護対策（３／３）

盤フレームに対する止水対策概要図（その２）

  

盤本体 

扉 

ｺｰｷﾝｸﾞによる目埋範囲 

A 部 

B 部 

盤フレーム 
扉 

盤ﾌﾚｰﾑ上端高さまでｺｰｷﾝｸﾞすることで

盤内部への浸水を防止する。 
ﾎﾞﾙﾄ穴についてもｺｰｷﾝｸﾞ実施。 側板合せ部及び取付けﾎﾞﾙﾄ部もｺｰｷﾝｸﾞ実施。 

B 部 

A 部 
ｼｰﾙ高さ 

コーキングによる対策範囲

１０ｃｍ


